

















































































大都市 27 24（51） 26（77） 9（86） 23（109）中心
､業
n域
中都市 53 44（97） 54（151） 45（196） 44（240）
小都市 26 49（75） 74（149） 40（189） 40（229）
小　計 106 117（223）154（377）94（471）107（578）
周辺商業地域 43 63（106） 75（181） 90（271） 85（356）
郊外住宅地域 18 42（60） 99（159） 76（235）109（344）
団地　ニュータウン 2 7　（9） 16（25） 17（42） 15（57）
その他　町村 3 15（18） 42（60） 47（107） 50（157）
合　　　計 172 244 386 324 366


















































































































































































































































































































































































1月 2月 3月 4月 5月
第1種届け出 13 29 28 29 41
第2種届け出 64 71 79 59 124









































改正前の営業時間パターン 店舗数 構成比％ 改正後の営業時間パターン 店舗数 構成比％
9：30～18：30 4 0．3 9：30～18：30 2 0．2
9：30～19：00 9 0．7 9：30～19：00 2 0．2
10：00～18：30 4 0．3 10：00～18：30 2 0．2
10：00～19：00 535 40．4 10：00～19：00 77 5．8
10：00～19：30 318 24．0 10：00～19：30 68 5．1G 10：00～20：00 369 27．9 10：00～20：00 1099 83．1
10：00～20：30 5 0．4 10：00～20：30 5 0．4M 10：00～21：00 18 1．4 10：00～21：00 20 1．5
10：00～22：00 9 0．7 10：00～22：00 12 0．9
S 10：30～19：30 2 0．2 10：30～19：30 2 0．2
11：00～19：00 19 1．4 11：00～19：00 19 1．4
11：00～19：30 2 0．2 11：00～19：30 3 0．2
11：00～20：00 11 0．8 11：00～20：00 13 1．0
小　　計 1323 100 1323 100
9：00～18：00 1 0．2 9：00～18：00 1 0．2
9：30～19：00 15 2．4 9：30～ユ9：00 3 0．5
9：30～19：30 7 1．1 9：30～19：30 1 0．2
9：30～20：00 2 0．3 9：30～20：00 13 2．1
9：30～21：00 2 0．3 9：30～21：00 2 0．3
10：00～18：30 11 1．7 10：00～18：30 9 1．4
S 10：00～19：00 208 32．9 10：00～19：00 43 6．8
10：00～19：30 103 16．3 10：00～19：30 8 1．3
M 10：00～20：00 157 24．8 10：00～20：00 426 67．3
10：00～20：30 6 0．9 10：00～20：30 6 0．9
10：00～21：00 92 14．5 10：00～21：00 91 14．4
10：00～21：30 8 1．3 10：00～21：30 8 1．3
10：00～22：00 15 2．4 10：00～22：00 15 2．4
10：00～23：00 6 0．9 10：00～23：00 7 L1
小　　計 633 100 633 100
9：30～19：00 43 3．2 9：30～19：00 38 2．8
9：30～20：00 2 0．1 9：30～20：00 4 0．3
苗 10：00～19：00 758 56．4 10：00～19：00 483 36．0寸 10：00～19：30 192 14．3 10：00～19：30 115 8．6?
10：00～20：00 307 22．9 10：00～20：00 646 48．1?
10：00～20：30 21 L6 10：00～20：30 21 1．6
10：00～21：00 19 1．4 10：00～21：00 35 2．6











































































































三越銀座店 10：30～19：309月 0％ 44日→24日
大丸東京店 10：00～19：309月 ▲　3％ 44日→24日
小田急新宿店 ☆10：00～19：309月 2％ 44日→24日
京王新宿店 ☆10：00～19：309月 4％ 44日→24日
東武池袋店 10：00～20：005月 16％◎ 44日→24日
阪急梅田店 10：30～19：309月 ▲　2％ 44日→24日
阪神百貨店 10：30～19：309月 1％ 44日→24日
大丸心斎橋店 10：30～19：309月 5％ 44日→24日
そごう大阪店 ☆10：00～20：005月 9％◎ 44日→24日
近鉄阿倍野店 ☆10：00～20：006月 7％◎ 44日→24日
※1：☆は一部フロアのみ変更，店舗により土・日は営業時間が異なる。
※2：変更後の来店客の対前年伸び率は，9月中旬まで。
※3：▲は減少，◎は8月実績。
資料：日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年9月27日号より作成。
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業時間を延長する案（開店時刻の繰り下げ案を含む），③土・日・祭日だけを延長する案等が考え
られる。とくに，仕事を持つ主婦や勤め帰りのOL層の需要を確実に捉えるためには，何時の閉店
時刻がいいのか，まだまだ暗中模索が続きそうである9）。
（3）休業日の減少について
　営業休日の変更状況は，GMSが年間休業日25日以上の店舗が44％から7．7％に減少しており，
大店法に係る規制緩和に伴い休業日を減少している。SMでは，大店法に係る規制緩和以前ですで
に休業日が24日以下の店舗が64％あったが，大店法に係る規制緩和でさらに増え，休業日が24日
以下の店舗が94％となり，GMSと同様に休業日は減少している。また，専門店では，大店法に係
る規制緩和以前で休業日が25日以上の店舗が45％を占めている。現在，テナントとして出店をし
ている店舗は，デベロッパーによる変更があるものの，それ以外ではとくに大きな動きはなく，他
店舗の様子をみている状況である1°）。
　一方，百貨店においては，大店法に係る規制緩和に伴い休業日数が年間44日から24日まで届け
出不要になったため，個々の店舗が5月より休業日を減少し，営業日の増加に努めている。個々の
店舗で店内表示や新聞広告等で，各月の休業日を告知し，営業日の増加に対する周知策を展開して
いる。営業日の増加については，まだ消費者に周知が行き届いていないと考えれば，まずまずのス
タートといえる。今後は，他の営業日と同等の売上高を確保すべき対策が必要であるU）。
　3．中小小売店の影響
　GMS・百貨店等の大型店は，大店法に係る規制緩和に伴い営業時間の延長や営業日の増加をお
こなっており，それによって地域商店街や中小小売店が受けている影響についてみることにする。
　大店法に係る規制緩和以前においては，たとえば大型店が閉店する午後7時以降の商店街への来
街者は極端に減少し，明かりを消す中小小売店が多かった。現時点における大型店の営業時間の延
長は，商店街や中小小売店からあまり批判的な意見は聞かれず，その上，商店街や中小小売店にと
ってマイナスになる材料が見当たらないことから大きな影響を及ぼすとは考えられにくい。大型店
の営業時間の延長は，大型店のもつ集客力を考慮すれば，これを機会に中小小売店も営業時間の延
長を検討する必要があるといえる。しかし，24時間営業のコンビニエンス・ストアは，大型店・
中小小売店が閉店した後，コンビニエンス・ストアの天下であったが，大型店・中小小売店が営業
時間を延長することに伴い商品によっては，微妙に影響を受けてくるものがあるといえる12）。
　一方，核となる大型店が休業日にあたると消費者が街に出てこなくなり，人の商店街への回遊も
めっきり少なく，このため中小小売店は開店休業状態に陥りやすかった。しかし，大型店の営業日
の増加は，中小小売店にとって大型店が休業日であった時と比較して売上高が好転しており，さら
に中小小売店の中には，これに合わせて営業日を増加している店舗も出てきている。このように大
型店の営業日の増加は，営業時間の延長と同様に商店街や中小小売店にとって大きな影響を及ぼす
とは考えられにくい。だが，地域によっては，ジワジワと影響の度合いが出てくると脅威を感じて
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いる商店街や中小小売店もあり，今後の動向に注目する必要がある。
　大店法に係る規制緩和に伴い中小小売店は，この状況を従来の商売の延長戦上で考察するのでは
なく，従来型中小小売店からの脱却を視野に入れ，商店街と中小小売店の優位性，商圏の市場性，
将来性等の状況を踏まえ，創造的な店舗づくりにチャレンジするとの認識にたつ必要がある。地域
商業が持っている共通の問題解決に向けて，大型店と中小小売店が手を組み，新たな共生の道を探
ることが，商店街や中小小売店の活性化を目指していく上で重要なのである。
注
1）詳細については，通商産業省商務流通流通産業課編『大店法に係る規制緩和の実施について，（別紙〉大店法に
　係る規制緩和メニューの概要j1994年，1～4ページ，参照。並びに日本百貨店協会編『改正大規模小売店舗
　　法の運用見直しに関する省令・通達集』1994年，参照。
2）通商産業省産業政策局流通産業課編者rこれからの大店法一改正大店法の見直しの在り方一』（財）通商産
　　業調査会，1994年，31ページ参照。
3）日本経済新聞社発行『日経流通新聞」1994年1月29日号，参照。
4）日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年1月27日号，参照。
5）西川潤稿「経済教室」，日本経済新聞社発行，『日本経済新聞』1993年12月27日号，参照。
6）産業タイムズ社発行『商業施設新聞』1994年8月23日号，参照。
7）斎藤泰弘稿「午後8時営業のMD＆オペレーション」，商業界『販売革新」（1994年9月号），174ページ参照。
8）日本繊維新聞社発行『日本繊維新聞』ユ994年8月26日号，参照。
9）日本経済新聞社発行「日経流通新聞』1994年9月27日号，参照。
10）前掲『販売革新』（1994年9月号），174ページ参照。
11）日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年6月7日号，参照。
12）日刊工業新聞社発行『流通サービス新聞』1994年8月5日号，参照。
V　商店街における中小小売店の今後の展望
　1．商店街近代化事業の必要性
　商店街をはじめとする小売商業施設は，その都市のイメージを代表するものであり，「商店街は
都市の顔」といわれている1）。都市づくり，街づくりのなかに商業，商店街をしっかりと位置づけ
て，魅力ある中心商店街をもつことが必要であり，そして，それをサポートし，機能を分担する質
的にすぐれた商店街があることが，いまや魅力ある都市の重要な要件となってきている2）。そこで，
商店街の近代化事業戦略として，商店街の機能を3つの側面からとらえて述べることにする3）。
　第1は，マーチャンダイジング機能である。商店街は，消費者にとってコンパリゾン・ショッピ
ング性やワンストップ・ショッピング性があることが求められている。商店街の果たす役割として
は，「コンビニエンス」，「デイリー」，「カジュアル」，「ファッション」等のコンセプトをもったマ
ーチャンダイジング機能が必要である。したがって，個々の中小小売店のマーチャンダイジング機
能はもちろんのこと，商店街全体としてのマーチャンダイジング機能を果たすことが重要である。
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　たとえば，「近隣…型商店街」では，食料品，日用品等の最寄り品が，ワンストップ・ショッピン
グの便利さで提供できることであり，「地域型商店街」では，最寄り品に加えて，実用衣料品やス
ポーッ用品等の買回り品の提供も必要となってくる。このように購買頻度の大きな日常生活関連商
品の提供ができる業種・業態がそろっていることが，商店街の基本的なマーチャンダイジング機能
であるといえる。
　第2は，複合商業施設サービス機能である。商店街がもっているショッピングの安全性，快適性，
そして公共サービス等を含めて消費環境の変化に適合した商店街に変身していくことである。繁栄
していく商店街の要件は，①人が主役，人間性を重視した街であること，②安全性を確保した街で
あること，③快適な街であること，④明るく，楽しさのある街であること，⑤優しさのある街であ
ること，等があげられる4〕。
　商店街が競争力を強化するためには，歩車道分離，歩行者天国等の実施によって安全性を確保し，
アーケード，カラー舗装，街路灯，駐車場等の設置によって快適性を高め，そして市民のための行
政施設や文化施設による公共サービス等があることが望まれる。すなわち，商店街から街への発想
転換が必要になってきており，複合商業施設サービス機能は，消費者の期待に応えるために環境が
整備された商業施設の充実を図り，競争関係にある大型店や商店街と差別化し，個性ある商店街に
脱皮していくことが求められている。
　第3は，集客力アップ機能である。言い換えると商店街における販売促進活動による顧客つくり
である。中小小売店では，接客を通じての顧客管理台帳が主流であるが，商店街として広く普及し
始めたPOSシステムをネットワーク化していけば，集客力アップを図る有力な武器となるはずで
ある5）。さらに，商店街の顧客の固定化を促進させる手段として，最近話題となっているプリペイ
ドカード，スタンプサービス，クレジット等の導入を積極的に図ることも必要である。その上，顧
客吸引力の高い商店街を創造するためには，日常の顧客に対して少しでも楽しいショッピングの場
を提供し，サービスを演出していく努力が必要である。商店街が実施するフェスティバルやキャン
ペーン，イベント活動においては，顧客とのコミュニケーションによって商店街の組合員自身が楽
しくおこなわなければ，催事は盛り上がらない6）。
　これらの機能を十分検討し，他の商店街の成功例を研究し，商店街自身の力に見合ったものを導
入することが望まれる。また，商店街は，地域の条件によってすべて性格が異なり，地域の自然
的・歴史的・社会的風土に負って存在している。商圏の大きさ，購買力人口，商圏内の生活者のラ
イフスタイル等を配慮した商店街の近代化事業戦略の推進が重要である。
　2．中小小売店とスクラム経営
　中小小売店は，大店法の規制緩和，国際化，情報化，バブル崩壊後の景気後退による収益力の悪
化等より，ますます不安定な状態を深めている。このような状況に，中小小売店はどう対応してい
くか，大型店にどう太刀打ちしていくか，という視点から考える戦略としては，共同化，協業化す
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ること，つまりスクラム経営が有効な戦略である7）。
　スクラム経営の前提となるのは，組織化である。組織化とは，第一義的には「組織をつくること」
である。中小小売店は，経営者の高齢化，後継者難，収益の悪化等，以前にくらべて格段の経営力
が必要とされているなかで，異質多元であり，個々の中小小売店が抱える問題や程度も異なってい
る。したがって，形式的な組織ではなく，多様で実質的な組織化が必要になる8》。
　中小小売店の組織化を定義すると「複数の中小小売業者が，特定の目的のために，計画的・秩序
的・継続的に，その力を組み合わせる自主的な体系である。」ということができる9）。
　中小小売店の組織化がもつ第1の役割は，弱い立場にある中小小売店が，スクラムを組み合理的
に力を合わせること，すなわち，組織化することによって，強い力を発揮することができる。その
力とは，①内部経営においては，物的生産性の向上という効果を生むこと，②対外的な面において
は，交渉力の強化，すなわち価値実現力を得ること，等がもたらされる。この場合，中小小売業者
が，その力をあわせるということは，そのもっている精神・資本・労働を出しあうことであり，労
働のなかには，知的労働も含まれる。協同組織においては，とくに，相互扶助の精神を出しあうこ
とが大切であり，それが基盤である’°）。
　中小小売店の組織化がもつ第2の役割は，中小小売業対策推進の足場としての組織化である。中
小小売店を発展させるために，中小小売業政策があり，具体的な施策が実施されている。そして，
中小小売店が，多様な施策を利用するためには，施策の普及条件や施策効率の推進母体において，
施策の受容体＝受け皿としての組織が必要となる。中小小売店の組織化は，「施策の受け皿機能」
としての重要性が高いといえる1’）。このように，中小小売店の組織化は，中小小売業政策の中心的
や役割を担うものとして，期待されるのである。
　すなわち，中小小売店における組織化は，個々の中小小売店内部での組織化ではなく，中小小売
店間の組織化である。中小小売店相互の利益を主な目的とした意図的な組織形成であり，中小小売
店以外の構成員を含むこともあるが，あくまでも中小小売店が構成員の中核となり，多数を占める
組織の形成である12）。
　そこで組織化によるスクラム経営の効果について要約してみることにする13）。
①中小小売店の経営体質強化や取引上の向上に役立つこと。個々の中小小売店は，大型店と比較
して経営資源が質的・量的に不十分なために，研究・開発・企画力，集客力，販売力，資金力，情
報力，取引力，管理力等が脆弱性であるといえる。このような中小小売店が組織化することによっ
て，相互に経営資源・機能を結集し，地域商業のなかで差別化された個性を発揮することである。
　②組織化によって中小小売店の競争力を強化することに役立つこと。独占力や強い競争力をもつ
大型店等に対して，中小小売店が組織化することによって「拮抗力」を形成することになり，地域
経済社会において，中小小売店としての競争力を維持・促進することである。
　③利害対立の調整に役立つこと。中小小売業分野は，一般に参入障壁が低く過度競争14）　eこ陥りや
すい状態にある。とくに，大型店の出店・増床に対しては，地域中小小売店と大型店との間や地域
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住民，地域消費者との間等に，利害の対立が生じることがある。そのために，地域の中小小売店が
共倒れになり，地域の経済的混乱や地域社会の不安定をもたらすことがある。中小小売店の組織化
は，これらの利害の対立を調整することである。
④地域の活性化に役立つこと。組織構成員である中小小売店だけではなく，その組織が関係する
集団（業界，産地，商店街等）全体について，指導・教育，環境整備，情報，調査・研究，販売促
進等の事業により，効率性の追求と消費者ニーズとが調和する戦略を構築することが可能となる。
　要約すると，以上の4点があげられる。中小小売店の組織化によるスクラム経営の展開は，地域
の中小小売店を取り巻く経営環境に前向きに対処し，中小小売店の現代的経営に，大きな影響をお
よぼすものといえる。
　3．むすび
　21世紀を目前に控えた中小小売店にとっては，消費者の意識，規制緩和，商業環境等あらゆる
ものが，従来の常識では対応できないほど変化し続けてきている。最近，経済，経営ジャーナリズ
ムを賑わしている「リエンジニアリング」は，抜本的プロセス革新といわれているが，その源流は，
日本的経営の中に求められており，日本の経営の国際競争力の評価に絡む問題を含んでいる。特徴
としては，①抜本的・帰納的改革，②プロセス志向の改革，③全社的による継続的改革，の3つの
運動に集約される15）。とくに，流通業界におけるリエンジニアリングは，顧客志向，顧客満足
（CS）の向上による競争力の回復，向上を目指している。
　中小小売店は，世の中の変化に対応し続ける必要があり，変えられる部分を意識しなければなら
ない。それは，いかにしたら顧客満足を得られるかの状況分析と検討をおこない，日々の商売を
「実直」に「実行」し「実績」をあげる「三実主義」15〕を徹底することである。中小小売店は，こ
の環境の中で規制緩和の問題と関連して，いかに対応すべきかが問われているのである。違った視
点からみれば，もしかしたら，中小小売店にとって，自店の真のライバルは，昨日の自店であるか
も知れないといえる。
　中小小売店は，対象とする市場が新市場であるか，旧市場であっても切り口が新しい場合であっ
たり，経営システムが，今までにない新しい技術であったり，経営資源の組み合わせが新しい場合
には，ニュービジネス1ηの発想につながることになる。ニュービジネスの登場が，中小小売業の活
性化につながり，国内ばかりか世界に向かって，日本の中小小売店は，日本発の小売り業種・業態
として，世界の舞台に羽ばたく中小小売店になる内容を生み出すことを期待したい。
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